
年

昭和５０
(１９７５)

・

・

・

ＩＬＯ第60回総会「婦
人労働者の機会及び待
遇の均等を促進するた
めの行動計画」を採択
メキシコシティーにお
いて「国際婦人年世界
会議(世界女性会議)」
を開催し、「世界行動
計画」を採択
国連総会は、1976年か
ら1985年を「国連婦人
の10年」とすること等
を決定

・

・

・

衆参両議院本会議で
「国際婦人年にあた
り、婦人の社会的地位
向上をはかる決議」を
採択
「婦人問題企画推進本
部」設置を閣議決定
し、「婦人問題企画推
進会議」設置を閣議口
頭了解
「国際婦人年記念日本
婦人問題会議」開催

昭和５１
(１９７６)

・ＩＬＯ事務局に婦人労
働問題担当室を設置

・

・

・

育児休業法（女子教育
職員、看護婦、保母
等）の施行
婦人少年問題審議会
「雇用における男女の
機会均等と待遇の平等
の促進に関する建議」
を提出
労働省「第1回日本婦
人問題会議」開催（以
後毎年度）

・

・

・

総務部に青少年婦人室
を設置
「婦人関係行政推進会
議」設置
「婦人問題懇話会」設
置

昭和５２
(１９７７)

・ＩＬＯ第63回総会で看
護職員条約ならびに勧
告を採択

・

・

・
・

婦人問題企画推進本部
「国内行動計画」決定
労働省「若年定年制・
結婚退職制等改善年次
計画」策定
国立婦人教育会館開館
総理府婦人問題担当室
「国内行動計画前期重
点目標」を発表

昭和５３
(１９７８)

・総理府「国内行動計画
第1回報告書－婦人の
施策と現状－」を公表

・県事務所に婦人問題総
合窓口設置

昭和５４
(１９７９)

・

・

「国連婦人の10年ＥＳ
ＣＡＰ地域会議」を
ニューデリー（イン
ド）で開催
国連総会「女子に対す
るあらゆる形態の差別
の撤廃に関する条約」
を採択

・法務省「相続に関する
民法改正要綱試案」を
公表

・母子福祉会館開館

昭和５５
(１９８０)

・

・

・

・

ＯＥＣＤ「婦人の雇用
に関するハイレベル会
議」開催
「国連婦人の10年中間
年世界会議」をコペン
ハーゲン（デンマー
ク）で開催
国連婦人の10年後半期
行動プログラムの採択
「女子差別撤廃条約
（略称）」の署名式

・

・

・

総理府「国内行動計画
第2回報告書－婦人の
施策と現状－」を発表
外務省「婦人差別撤廃
条約」への署名を決定
総理府「国連婦人の10
年中間年全国会議」を
開催
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　　男女共同参画に関する年表



年

昭和５６
(１９８１)

・

・

ＩＬＯ総会「男女労働
者特に家族的責任を有
する労働者の機会均等
及び均等待遇に関する
条約」及び「同勧告」
を採択
女子差別撤廃条約発効

・

・

・

・

民法及び家事審判法の
一部を改正する法律施
行
婦人問題企画推進本部
「婦人に関する施策の
推進のための国内行動
計画後期重点目標」を
決定
労働省「パートバン
ク」の設置を開始
法務省は法制審議会に
国籍法部会を設置

昭和５７
(１９８２)

・

・

労働省：男女平等問題
専門家会議「雇用にお
ける男女平等の判断基
準の考え方について」
報告
国民年金法等の一部を
改正する法律成立

・「第5次愛知県地方計
画」に婦人部門を位置
づける

・市民部に青少年婦人課
を設置

昭和５８
(１９８３)

・

・

法制審議会国籍法部会
「国籍法改正に関する
中間試案」決定
婦人少年問題審議会婦
人労働部会「男女雇用
平等法審議」中間報告

・
・

・

婦人対策懇話会設置
「第1回かすがい婦人
のつどい」開催
「婦人の生活と意識に
関する調査」実施

昭和５９
(１９８４)

・「国連婦人の10年ＥＳ
ＣＡＰ地域会議」東京
で開催

・文部省「家庭科に関す
る検討会議」報告書提
出

・

・

「総合計画」に婦人活
動の推進を位置づける

昭和６０
(１９８５)

・

・

「国連婦人の10年世界
会議」開催
西暦2000年に向けての
ナイロビ将来戦略採択

・

・

・

国籍及び戸籍法の一部
を改正する法律施行
男女雇用機会均等法成
立
女子差別撤廃条約批准

・「国連婦人の10年」記
念事業実施

昭和６１
(１９８６)

・

・

婦人問題企画推進有識
者会議
男女雇用機会均等法施
行

・婦人情報・相談・交流
コーナー開所

・婦人行政推進連絡会議
設置

昭和６２
(１９８７)

・婦人問題企画推進本部
「西暦2000年に向けて
の新国内行動計画」策
定

・「かすがい女性計画」
（第1次）策定

昭和６３
(１９８９)

平成元
(１９８９)

・「あいち女性プラン」
策定

平成２
(１９９０)

・ナイロビ将来戦略見直
し勧告採択

・「女性の生活と意識に
関する調査」実施
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年

平成３
(１９９１)

・
・
育児休業法成立
「西暦2000年に向けて
の新国内行動計画」第
一次改定

・

・

青少年女性センター開
設
「かすがい女性プラン
21に向けて」婦人対策
懇話会提言

平成４
(１９９２)

・
・
育児休業法施行
婦人問題担当大臣が設
置される

・

・

・

・

「かすがい女性プラン
21」（第2次）策定
青少年婦人課を青少年
女性課に改称
婦人対策懇話会を女性
対策懇話会に改称
婦人行政推進連絡会議
を女性行政推進連絡会
議に改称

平成５
(１９９３)

・世界人権会議（ウィー
ン）

・

・

・

・

中学校の家庭科の男女
必修実施
短時間労働者の雇用管
理の改善等に関する法
律（パートタイム労働
法）成立
地方交付税において、
基準財政需要額に「男
女均等推進対策」に要
する経費が算出される
（5年度都道府県分）
第4回世界女性会議日
本国内委員会設置

平成６
(１９９４)

・ＥＳＣＡＰ政府間会議
（アジア太平洋経済社
会委員会）

・

・

・

・

市町村に係る普通地方
交付税措置に女性問題
対策推進費が追加され
る
高等学校の家庭科の男
女必修、学年進行によ
り実施
男女共同参画室設置、
男女共同参画審議会設
置
男女共同参画推進本部
設置

・「あいち農山漁村女性
プラン」策定

・青少年女性センター増
築にともなう基本構想
策定

平成７
(１９９５)

・「第4回世界女性会
議」開催、「北京宣
言」及び「行動綱領」
の採択

・

・

ＩＬＯ156号条約（家
族的責任を有する男女
労働者の機会及び待遇
の均等に関する条約）
批准
育児・介護休業法成立

・「第4回世界女性会
議」記念事業実施

・

・

第4回世界女性会議記
念「尾張地域フォーラ
ム」開催
青少年女性センター増
築工事実施設計

平成８
(１９９６)

・

・

「男女共同参画ビジョ
ン」答申
「男女共同参画2000年
プラン」策定

・女性総合センター
（ウィルあいち）開館

・「かすがい女性プラン
21」（第3次）策定

平成９
(１９９７)

・

・

男女共同参画審議会設
置法施行
男女雇用機会均等法の
一部改正

・「あいち男女共同参画
2000年プラン」策定

・

・

青少年女性センター・
勤労青少年ホーム開設
「女性の生活と意識に
関する実態調査」実施
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年

平成１０
(１９９８)

・「男女共同参画社会基
本法について」答申

・「あいち男女共同参画
推進市町村サミット」
開催

・

・

ファミリー・サポー
ト・センター開所
女性情報紙「はるか」
発行

平成１１
(１９９９)

・

・

「女性に対する暴力の
ない社会を目指して」
答申
男女共同参画社会基本
法成立・施行

・「男女共同参画社会づ
くりシンポジウム」開
催（総理府共催）

・ファミリー・サポー
ト・センター活動開始

平成１２
(２０００)

・国連特別総会「女性
2000年会議」開催
（ニューヨーク国連本
部）、「政治宣言」及
び「成果文書」を採択

・

・

・

男女共同参画審議会答
申「女性に対する暴力
に関する基本方策につ
いて」
同審議会答申「男女共
同参画基本計画策定に
当たっての基本的な考
え方－21世紀の最重要
課題－」
「男女共同参画基本計
画」策定

・「21世紀初頭の男女共
同参画新プランの基本
方向について」男女共
同参画懇話会提言

・

・

女性対策懇話会を男女
共同参画懇話会に改称
女性対策推進連絡会議
を男女共同参画推進本
部会議に組織変更

平成１３
(２００１)

・

・

・

内閣府に「男女共同参
画局」設置
内閣府に「男女共同参
画会議」設置
配偶者からの暴力の防
止及び被害者の保護に
関する法律（ＤＶ防止
法）施行

・「あいち男女共同参画
プラン21～個性が輝く
社会をめざして～」策
定

・

・

「かすがい男女共同参
画プラン」策定に向け
て男女共同参画懇話会
提言
「女性に対する暴力
（ドメスティック・バ
イオレンス）公開セミ
ナー」開催（アジア女
性基金と共催）

平成１４
(２００２)

・愛知県男女共同参画推
進条例施行

・「かすがい男女共同参
画プラン」策定

平成１５
(２００３)

・男女共同参画推進本部
決定「女性のチャレン
ジ支援策の推進につい
て」

・

・

春日井市男女共同参画
推進条例施行
春日井市男女共同参画
審議会設置

平成１６
(２００４)

・

・

男女共同参画推進本部
決定「女性国家公務員
の採用・登用の拡大等
について」
「配偶者からの暴力の
防止及び被害者の保護
に関する法律」の改正
（第1次）及び同法に
基づく基本方針策定

・「あいち農山漁村男女
共同参画プラン」策定

平成１７
(２００５)

・第49回国連婦人の地位
委員会（国連「北京＋
10」世界閣僚級会合）
開催（ニューヨーク）

・

・

・

育児休業、介護休業等
育児又は家族介護を行
う労働者の福祉に関す
る法律の一部改正
「男女共同参画基本計
画（第2次）」策定
「女性の再チャレンジ
支援プラン」策定

・

・

「あいち子育て・子育
ち応援プラン」策定
「配偶者からの暴力防
止及び被害者支援基本
計画」策定
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年

平成１８
(２００６)

・東アジア男女共同参画
担当大臣会合開催（東
京）、「東京閣僚共同
コミュニケ」採択

・

・

・

・

男女共同参画推進本部
決定「国の審議会等に
おける女性委員の登用
の促進について」
男女雇用機会均等法改
正
東アジア男女共同参画
担当大臣会合開催
「女性の再チャレンジ
支援プラン」改定

・「あいち男女共同参画
プラン21～個性が輝く
社会をめざして～」改
定

・男女共同参画に関する
市民意識調査実施

平成１９
(２００７)

・第2回東アジア男女共
同参画担当大臣会合開
催（ニューデリー）

・

・

「配偶者からの暴力の
防止及び被害者の保護
に関する法律」一部改
正（第2次）
「仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バ
ランス）憲章」及び
「仕事と生活の調和推
進のための行動指針」
策定

・

・

市民活動推進課男女共
同参画室を設置
ＤＶ相談を開設

平成２０
(２００８)

・「配偶者からの暴力の
防止及び被害者の保護
のための施策に関する
基本的な方針」改定

・

・

「配偶者からの暴力防
止及び被害者支援基本
計画（第2次）」策定
男女共同参画意識に関
する調査実施

・

・

かすがい男女共同参画
プラン（改定版）策定
春日井市ＤＶ対策連絡
会議を設置

平成２１
(２００９)

・

・

女子に対するあらゆる
形態の差別の撤廃に関
する条約実施状況第6
回報告審査開催
第3回東アジア男女共
同参画担当大臣会合開
催（ソウル）

・「男女共同参画シンボ
ルマーク」決定

・

・

春日井市ＤＶ対策基本
計画策定
市民生活部男女共同参
画課を設置

平成２２
(２０１０)

・

・

第54回国連婦人の地位
委員会（国連「北京＋
15」記念会合）開催
（ニューヨーク）
新たな機関UN Womenを
設置採択

・「第3次男女共同参画
基本計画」策定

・愛知県男女共同参画審
議会から「新あいち男
女共同参画プラン（仮
称）の基本方向につい
て」答申

・

・

春日井市ＤＶ対策関係
機関連絡会議を設置
男女共同参画に関する
市民意識調査実施

平成２３
(２０１１)

・第4回東アジア男女共
同参画担当大臣会合開
催（シェリムアップ
（カンボジア））

・「あいち男女共同参画
プラン2011－2015」策
定

・「かすがい男女共同参
画プラン」改定に向け
て男女共同参画審議会
答申
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